
【補足説明資料】
６号機燃料取り出しに伴う構内用輸送容器収納燃
料(９×９燃料)の追加

2023年5月

東京電力ホールディングス株式会社



無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

2
6号機燃料取り出し 今後の予定

 当初の2023年度末頃完了目途を，2025年度上期頃完了目途に見直し。

共用プールでの乾式キャスク作業の工程遅れにより，＋約12ヶ月。

 輸送回数は計68回から変更なし。

 認可は，2023年12月頃までを希望。6号機漏えい燃料取り出しは2025年度初めを予
定しているが、工程期間短縮に取り組むことで前倒しを図る。

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

実施計画
変更申請

6号機燃料
取り出し

共用P

乾式キャスク仕立て 【6号向け全22基】

燃料取出
8月開始

22B
2回/全68回
完了

22B
20回/全68回

予定

22B
19回/全68回

予定

12B
2回/全68回

予定

▼変更申請 ▼補正申請（予定）

22B
25回/全68回

予定

＜見直し後の工程＞

1基/全22基
完了

2基/全22基
完了

13基/全22基
予定

6基/全22基および後続号機用6基
予定

2025年度上期完了予定
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6号機漏えい燃料取り出しに用いる構内用輸送容器の安全機能の評価 

（除熱、遮へい、臨界防止評価） 

 

1. はじめに 

6 号機原子炉建屋から取り出した使用済燃料は、核燃料輸送物設計承認書（以下 SAR）

で認可を得ている構内用輸送容器 NFT-22B 型及び 12B 型を使用して、共用プールに輸送

する。 

6号機に 1体ある漏えい燃料については構内用輸送容器NFT-12B型を使用して輸送する

計画である。通常、漏えい燃料輸送時は燃料収納缶に漏えい燃料（集合体）を収納する運用

を前提としており、収納するためにチャンネルボックス（以下 CB）を取り外す必要がある。

SAR でも燃料収納缶を使用する前提で評価がされている。しかし、現在 6 号機原子炉建屋

のチャンネル着脱機が使用できない状況であるため、燃料収納缶を使用せずに 6 号機漏え

い燃料を輸送する計画である。 

燃料収納缶を使用しない場合の安全評価については、過去に構内用輸送容器 NFT-12B型

での 4 号機漏えい燃料輸送の評価がされている。今回の 6 号機漏えい燃料輸送にあたって

は、過去の 4号機の評価が 6号機にも適用可能か確認することによって、6号機漏えい燃料

を燃料収納缶を使用せずに輸送することが可能であることを確認する。 

4号機使用済燃料取り出し時の評価については、福島第一原子力発電所特定原子力施設に

係る実施計画_Ⅱ特定原子力施設の設計、設備_2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し

設備_添付資料 2-1-3構内用輸送容器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書（4号機）

に記載されている。 

 

2. 除熱評価 

2.1. 4号機漏えい燃料輸送の除熱評価の考え方 

4号機漏えい燃料輸送の除熱評価については以下の実施計画Ⅱ2.11_添付 2-1-3に記載さ

れている。4号機漏えい燃料は 2体ありそれぞれに 1本ずつ漏えい燃料棒が存在する。2

本の漏えい燃料棒が破損して燃料棒内全てのペレットが輸送容器内に放出される事象を仮

定している。燃料棒の破損の位置は定められていない。放出ペレットの発熱量は設計発熱

量の 0.1%未満であり、構内用輸送容器の構成部材及び燃料の健全性に影響はないとしてい

る。 
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2.2. 4号機の除熱評価の 6号機への適用 

4号機漏えい燃料と 6号機漏えい燃料の仕様を比較し（表 1） 

① 4号機漏えい燃料では漏えい燃料棒 2本であるのに対して 6号機漏えい燃料棒は 1本で

あること、 

② 4 号機漏えい燃料（集合体）2 体いずれと比較しても 6 号機漏えい燃料は冷却期間が長

く平均燃焼度が小さいこと 

から、6 号機漏えい燃料棒 1 本分の崩壊熱量は 4 号機漏えい燃料棒 2 本分の崩壊熱量より

小さくなる。 

したがって、6号機漏えい燃料輸送にて 4号機と同様の事象を仮定した場合に構内用輸送

容器及び燃料の健全性に影響がないと考えることができるため、4号機の除熱評価を 6号機

の除熱評価に適用可能である。 

表 1 4号機漏えい燃料及び 6号機漏えい燃料の燃料仕様の比較 

 ４号機漏えい燃料① 

（F4UN4） 

４号機漏えい燃料② 

（F4UN22） 

６号機漏えい燃料 

（F6SN55） 

燃料タイプ 9×9 B型 9×9 B型 9×9 B型 

漏えい燃料棒数 1本 1本 1本 

平均燃焼度 33,212 MWd/t 22,883 MWd/t 1,974 MWd/t 

冷却期間 2348日※1 2891日※2 7504日※3 

ペレット 

最高濃縮度 
4.9 wt% 4.9 wt% 

※1 炉停止日 2008年 3月 28日から 2014年 9月 1日までの日数 

※2 炉停止日 2006年 10月 2日から 2014年 9月 1日までの日数 

※3 炉停止日 2001年 5月 16日から 2021年 12月 1日までの日数 

（抜粋）福島第一原子力発電所特定原子力施設に係る実施計画_Ⅱ特定原子力施設の

設計，設備_2.11使用済燃料プールからの燃料取り出し設備_添付 2-1-3構内用輸送容

器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書（4号機）  
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3. 遮へい評価 

3.1. 4号機漏えい燃料輸送の遮へい評価の考え方 

 4 号機漏えい燃料輸送の遮へい評価については以下の実施計画Ⅱ2.11_添付 2-1-3 に記載

されている。4号機漏えい燃料は 2体ありそれぞれに 1本ずつ漏えい燃料棒が存在する。2

本の漏えい燃料棒が破損して燃料棒内全てのペレットが輸送容器内に放出される事象を仮

定している。燃料棒の破損の位置は定められていない。放出ペレットが容器内の任意の位置

に存在するものとして構内用輸送容器表面及び表面から 1m の線量当量率を求め、最大線

量当量率が設計基準値未満であるため、構内用輸送容器は設計基準値を満足するとしてい

る。 

 

3.2. 4号機漏えい燃料輸送の遮へい評価の 6号機への適用 

4号機漏えい燃料と 6号機漏えい燃料の仕様を比較し（表 1） 

① 4号機漏えい燃料では漏えい燃料棒 2本であるのに対して 6号機漏えい燃料棒は 1本で

あること、 

② 4 号機漏えい燃料（集合体）2 体いずれと比較しても 6 号機漏えい燃料は冷却期間が長

く平均燃焼度が小さいこと 

から、6 号機漏えい燃料棒 1 本分の線源強度は 4 号機漏えい燃料棒 2 本分の線源強度より

小さくなる。 

したがって、6号機漏えい燃料輸送にて 4号機と同様の事象を仮定した場合に構内用輸送

容器は設計基準値を満足していると考えることができるため、4号機の遮へい評価を 6号機

の遮へい評価に適用可能である。 
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（抜粋）福島第一原子力発電所特定原子力施設に係る実施計画_Ⅱ特定原子力施設の設

計，設備_2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備_添付 2-1-3 構内用輸送容器

に係る安全機能及び構造強度に関する説明書（4号機） 
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4. 臨界防止評価 

4.1. 4号機漏えい燃料輸送の臨界防止評価の考え方 

 4号機漏えい燃料輸送の臨界防止評価については以下の実施計画Ⅱ2.11_添付 2-1-3に記

載されている。2本の漏えい燃料棒が破損して燃料棒内全てのペレットが容器内に放出さ

れる事象を仮定している。燃料棒の破損の位置は定められていない。ペレットと水は水／

ウラン比及びペレット粒径が最適な状態とし、構内用輸送容器の実効増倍率は設計基準を

満足するとしている。 

 

4.2. 4号機漏えい燃料輸送の臨界評価の 6号機への適用 

4 号機漏えい燃料と 6 号機漏えい燃料の仕様を比較し（表 1）、4 号機漏えい燃料では漏

えい燃料棒 2 本であるのに対して 6 号機漏えい燃料棒は 1 本であることから、容器内に放

出されるペレットの量は 6号機の場合の方が 4号機の場合より少なくなる。 

したがって、6号機漏えい燃料輸送にて 4号機と同様の事象を仮定した場合に構内用輸送

容器の実効増倍率は設計基準を満足すると考えることができるため、4号機の臨界防止評価

を 6号機の臨界防止評価に適用可能である。 
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（抜粋）福島第一原子力発電所特定原子力施設に係る実施計画_Ⅱ特定原子力施設の

設計，設備_2.11使用済燃料プールからの燃料取り出し設備_添付 2-1-3構内用輸送容

器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書（4号機）  

 

 


